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CSR の取り組み

　立山科学グループは、企業の社会的責任を深く自覚し、

事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献していき

たいと考えています。企業として持続可能であるために

は、企業価値を高めるとともに、社会に対する企業とし

ての責任をしっかりと果たしていくことが不可欠になり

ます。そのための仕組みづくりを一つひとつ着実に進め

CSR 推進の基盤を強化し、誠実な企業経営に努めていま

す。

基本的な考え方

企業行動規範
　事業活動を展開していくにあたり遵法やコンプライア

ンスに対する基本的な行動基準を明らかにするため 2013

年に「立山科学グループ行動規範」を制定しました。こ

れに基づき、事業を適正、誠実かつ堅実に行うことによっ

て、経営理念と法令遵守に根ざした事業活動の展開を行っ

ています。

■ 立山科学グループ CSR 行動規範の内容

1． 事業推進の中での行動 

① 研究開発･設計 

② 生産

③ 調達（お取引先との関係において） 

④ 営業（お客様･同業他社官公庁との関係において）

⑤ 広報･宣伝（地域・社会との関係において） 

2． 立山科学グループ社員としての行動 

① 地球環境活動

② 製品･サービスの安全性・品質 

③ 法令企業倫理遵守･コンプライアス 

④ 情報管理／資産の保全 

⑤ 社会貢献／地域社会活動

⑥ ブランド価値の向上

3． 会社と個人の関係における行動

① 人材育成

② 人権保護／人権尊重 

③ 企業人としての自覚 

④ 技術者（研究･開発・設計・製造技術・品質・保守・サービス）

としての自覚 

⑤ 経営層の責任

コンプライアンス
　立山科学グループは、コンプライアンスとは、法令や

社内規程などのルールを遵守するだけではなく、高い企

業倫理をもって公正かつ誠実に行動し、すべてのステー

クホルダーの期待に応えることと捉えています。コンプ

ライアンスは、 すべての活動の土台となるものです。役

員および従業員一人ひとりが法令を守り、高い倫理観を

持って事業活動に取り組むとともに、責任ある行動をと

り、社会的信頼性を確保した企業となるよう努めていま

す。

内部通報制度
　事業活動における内部の不正を早期に発見・是正する

ため、役員および従業員が、法令やコンプライアンスに

違反する行為あるいは違反の恐れのある行為を知った際

に、相談ができる内部通報相談窓口「グループホットラ

イン」を設置しています。今後さらにこの通報制度が問

題への抑止につながるものとして機能させるべく、外部

窓口の設置並びに運用を通じて問題点のレビューを行い、

ホットラインの整備と充実を図っていきます。
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立山科学グループは、さまざまなステークホルダーの皆様と相互理解および信頼関係の構築に努めるとともに、積極的な対話を通じて、活動レベルの向上を図っています。

ステークホルダーとの関わり

ステークホルダー 主な責任と課題 主な対話方法

お客様

お取引先様

従業員

行政

地域社会

・商品の安全性、品質の確保

・より良い製品・サービスの創出

・適切な製品・サービスの情報の提供

・お客様満足の向上

・環境配慮製品・環境配慮設計

・苦情への対応

・公正で公明な取引の徹底

・サプライチェーンにおける環境や人権などの

CSR の推進

・労働安全衛生の確保と健康への配慮

・人権の尊重

・人材育成と人材活用

・多様性の尊重

・ワークライフバランスの推進

・法令遵守

・社会課題の解決に向けた公共政策への協力・

協働開発

・公害及び環境汚染の未然防止

・地域社会発展への貢献

・地域環境保全

・地域社会における生態系の保護・保全

・将来世代への教育支援

・日常の営業活動、品質保証活動

・お客様満足度調査

・Web サイト、展示会への出展

・安全衛生委員会、ヒヤリハット体験の報告

・労使間の対話（労使協議会）

・内部通報制度

・人材育成プログラム（研修）

・人事労務相談窓口（ハラスメント・なんでも相談）

・イントラネット、デジタルサイネージ、社内報

・女性活躍推進プロジェクト、女性リーダー育成

・社内イベントの開催

・お取引先様との定期的な協議、訪問による情報交換

・お問い合わせ窓口（各調達部門）

・グリーン調達調査、CSR 調査

・政府統計など、調査・アンケートへの協力

・産学官連携

・財界・業界団体への参加

・自治体との連携、展示会への出展

・Web サイト、社会・環境報告書

・地域清掃、地域環境活動への参加

・地域イベントおよびボランティア活動への参加

・防災・防犯訓練への参加

・住民懇親会への参加、住民説明会の実施

基本スタンス

優良な製品とサービスを提供し、常にお客様

の声を聞き、双方向のコミュニケーションを

通じてお客様満足の向上に努めます。

公平で公正な取引に努め、ともに企業の発展

を目指します。

従業員一人ひとりの能力が発揮できる職場環

境を整備し、活力ある職場づくりに取り組み

ます。

法令遵守はもちろん、適時・適正に情報を開

示し、良好な関係を維持します。

公害および環境汚染を未然に防ぐ対策を行い

ます。また、地域社会の発展に向けた取り組

みの実践により持続可能な地域社会の実現に

貢献します。
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SDGs の取り組み

立山科学グループは、「持続可能な開発目標：SDGs（Sustainable Development Goals）」達成のため、

社会的課題の解決に貢献し、社会に広く必要とされる企業を目指した事業活動を展開します。

立山科学グループ SDGs 宣言

S D G s 達成に向けた目標と取り組みSDG s 達成に向けた目標と取り組み

環境負荷の低減
持続可能な社会の実現に向け、事業活動を通じ

て製品・サービスによる環境貢献の拡大と環境

負荷の低減を図ります。

【重点取り組み】

・2030 年までに廃棄物総排出量の 10％削減
（2013 年比）

・二酸化炭素排出量の削減
再生可能エネルギー、ハイブリッド自動車、
電気自動車の導入促進

・グリーン購入、サステナブル製品の購入啓発

地域コミュニティの結びつきをより強固にし、

ともに地域の課題について考えます。そして、

地域の発展に向けた取り組みの実践により、持

続可能な地域社会の実現に貢献します。

【重点取り組み】

・従業員参加型ボランティアの推奨

・工場見学プログラムの充実

・災害時の施設開放

持続可能な地域社会への貢献

社員が働きやすい職場環境づくり
働き方改革の推進と男性の育児休暇取得を促

進。性別や年齢を問わず社員一人ひとりがやり

がいを持って働ける働きやすい職場環境を実現

し、組織力の向上を図ります。

【重点取り組み】

・男性の育児休暇取得促進

・2030 年度までに、①有給休暇取得率（取得日
数）の向上、②管理職に占める女性労働者の
割合を 5％以上にする（いずれも 2020年度比）

SDGs とは、2015 年 9 月国連サミットで参加国 193 ケ

国により採択された「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの

17 の目標です。

基本的な考え方
　SDGs（持続可能な開発目標）は、2015 年 9 月に国連サミットで 193 の加盟国の全会一致

で採択された世界共通の国際目標です。立山科学グループは、趣旨に賛同し 2020 年 4 月

SDGs に取り組むことを宣言しました。

　当グループは、CSR（企業の社会的責任）、SDGs ともに、その目指す姿は「持続可能な社

会の実現」であると認識しています。その実現に向け、企業の成長の礎となる CSR 活動をよ

り強化し、お客様・お取引先様・従業員・社会・地域の方等すべてのステークホルダーの信

頼に応えていきます。そして、2030 年という将来を起点として、社会・環境課題の解決に対

してどのように貢献できるかを考え、グループの強みを生かした持続可能な成長戦略として

取り組んでいきたいと考えています。

SDGs 達成に向けた重点テーマの決定

課題の抽出
優先課題の決定

目標の設定
経営層への報告
経営へ統合

実践・報告
コミュニケーション

SDGs を理解する

STEP1 STEP2 STEP3 STEP4

■ 重要テーマの特定プロセス

　SDGs 研修を行った後、各事業体や職場の課題、グループの課題についてディスカッショ

ンを重ね、その中から立山科学グループとして取り組むべき優先課題を 3 つ特定しました。

そして、その重点テーマに対し具体的な取り組み内容と KPI を設定し、経営層の承認を経て

左記の通り決定しています。

　SDGs の達成期限である 2030 年まで 10 年を切りました。SDGs 達成に向けた行動を加速

させ、PDCA を回して活動を進めていきます。なお、進捗状況については定期的に報告し、

ステークホルダーとの対話を進めていきます。

・ピンバッジ配付
・SDGs 研修とカードゲームで
体験的に理解

自社の事業活動やサービスが社会
のどこに影響を与えているか。課
題や貢献をディスカッション

・SDGs と自社活動を紐づけ
・重要テーマと KPI の決定
・経営層への報告





環境方針
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環境方針・環境ビジョン

立山科学グループは、地球環境の保護が経営の最優先課題のひとつであることを自覚し、

環境との「共存共栄」と「社会生活の発展に貢献」を経営使命となし、環境の維持向上に

万全の配慮と努力をする。

基本理念

行動指針
立山科学グループは、事業活動、製品及びサービスが地球環境に著しく影響を及ぼす事を

認識し、汚染に関する予防と環境パフォーマンスを向上させるために環境マネジメントシ

ステムの継続的改善により、地球環境の保護と持続可能な社会の実現に貢献する。

1．   立山科学グループが行う全事業活動 ・ 製品及びサービスの環境影響と組織の目的との

整合性を的確に捉えて評価し、環境目標を定め、環境改善実施事項と環境マネジメン

トシステムの継続的改善を図る。

2.　立山科学グループは、適用する環境関連の法令及び利害関係者との協定を順守する。

3.　立山科学グループは、事業活動の中で以下の項目に取り組み、基本理念の実現に努める。

①　環境配慮型製品の提供による環境負荷の低減

②　資源の有効活用による循環型社会の実現への貢献

③　化学物質の適正な管理による環境汚染の予防

④　省エネルギー対策等の温室効果ガス削減活動による地球温暖化の防止

⑤　生物多様性の保護を目的とした保全活動の推進

⑥　地域の『環境保護活動』への積極的な参画

(1999 年 7 月制定、2017 年 4 月改訂）

環境方針
　立山科学グループは、事業活動のあらゆる側面において環境に配慮し、環境マネジメントシス

テムの運用を通して環境負荷低減に取り組みます。

環境ビジョン 2030
　近年、地球温暖化の深刻化や資源の枯渇、生態系の危機などさまざまな環境問

題を抱えています。立山科学グループでは、これらの地球の環境課題の現状をふ

まえ、持続可能な社会の実現に向けた「環境ビジョン 2030」を 2019 年に策定し

ました。この環境ビジョンでは、当グループが長期の視点から目指す社会の姿を

「脱炭素社会※」「循環型社会」「自然共生社会」と定め、製品やサービスによる

環境貢献の拡大と事業活動による環境負荷の低減で持続可能な社会の実現に貢献

していきたいと考えています。

※ 気候変動の進行を受けて、2022 年に低炭素化から脱炭素社会に更新。

《脱炭素社会の実現に向けた目標設定について》

2023 年 1 月現在、2050 年を視野に入れた、中長期ビジョンや計画・目標の策定

を進めています。完成でき次第、公表いたします。

製品・サービスによる環境貢献

事業活動による環境負荷の最小化

持続可能な社会の実現に貢献

拡大
低減

循環型社会の実現

資源の有効活用

2013 年度対比

▲10％削減
を目指します

● 廃棄物の発生量

自然共生社会の実現

生物多様性の保全

● 自然保護イベント
への参画推進

● 環境リスク対応

● 化学物質の適正管理

脱炭素社会の実現

地球温暖化の防止

● CO2 排出量

の削減

エネルギー使用に伴う



環境マネジメント推進体制
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　立山科学グループは、国際規格である ISO14001 に適合した環境マネジメントシステム（EMS）を構築して、主要生産

拠点があるサイト単位で EMS を運用しています。各サイトには、環境に関する責任と権限をもつサイト責任者、各事業

体には環境実務責任者を配置して、各社の事業計画に即した環境目標・環境改善活動計画を策定して活動を行っています。

その進捗状況を環境事務局で管理し、環境管理責任者が環境マネジメントシステムの活動実績および今後の対応を環境責

任者会議へ報告しています。

富山県富山市下番 14 番地
● 立山科学（株）
・デジタルソリューション事業部
・みまもりソリューション事業部
● （株）立山科学センサーテクノロジー

富山県富山市月岡町 3丁目 6番地
● （株）立山科学デバイステクノロジー
● （株）立山科学ハイテクノロジーズ

富山県富山市月岡町 3丁目 31 番地
● （株）タアフ 

富山県富山市下番 30 番地
● 立山科学（株） 
● 立山マシン（株）
● 立山総合開発（株）
●（株）立山科学センサーテクノロジー

内部環境監査員

環境事務局

環境責任者会議

各実務責任者

本部サイト
（サイト責任者 )

南サイト
（サイト責任者 )

各実務責任者 各実務責任者

科学サイト
（サイト責任者 )

■ 環境マネジメント推進体制

（2022 年 12 月 1 日現在）

《環境責任者会議》

立山科学グループの社長会の議長を経営責任者とし、原

則として年３回（環境管理責任者が必要と判断した場合

は随時）開催しています。環境責任者会議では、環境目

標や計画及びパフォーマンス状況、環境関連法規制の順

守状況等の確認を行い、その適切性・妥当性・有効性を

評価しています。また、サイト間の情報共有や重要な環

境課題への対応についても審議しています。

《環境連絡会》

環境改善活動を推進するサイト責任者および各環境実務

責任者で、月 1 回サイトごとに開催しています。環境連

絡会議では、環境改善活動計画の進捗状況の確認や環境

に関わる情報の共有を行っています。

●  ISO14001 認証組織

環境責任者会議

環境マネジメント





環境教育・啓発活動
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　環境活動の取り組みを進めるためには、従業員一人ひ

とりが環境に関する意識を持つことが大事です。従業員

の環境意識を高めることは、社内での活動のみならず家

庭や地域社会においても環境に配慮した行動につながる

と考えています。立山科学グループでは、環境方針の全

従業員の浸透と実践を図るため、環境小冊子の配信及び

教育体系に基づいて計画的に環境教育を実施し、それら

を通じて省エネ活動やごみの分別など日々の業務に反映

させています。また、イントラネットやデジタルサイネー

ジを活用して環境マネジメントシステムの取り組み状況

や環境に関する情報を発信し、共有と環境意識の向上を

図っています。

■ 2021 年度 環境教育・啓発活動

内容 受講者数対象者

環境全般と ISO14001 の理解 新入社員

全員ISO14001 自覚・特定教育（環境小冊子の配信）

ISO14001 内部環境監査員研修

全従業員

ISO14001 内部環境監査員

全員

15 名

ISO14001 内部環境監査員候補者内部環境監査員養成セミナー 0 名

環境実務責任者研修 6 名ISO14001 環境実務責任者新任責任者

環境目標と実績
　立山科学グループは、右記の項目を重点課題として目

標を定め、事業活動に伴う環境負荷低減に取り組んでい

ます。2021 年度は、生産量の増加により、達成率が

100％に届かない項目がありましたが、今後も目標の達

成に向け、PDCA を回して着実に活動を進めていきます。

■ 2021 年度 環境活動実績

実施項目 基準年 2020 年度目標 実績 評価

2007 年度比 18.2％削減
11,474,668kWh
2007 年度比 25.7％削減
30,057kWh/ 億円

2007 年度（実績）
14,030,976kWh
2007 年度（売上高原単位）
40,432kWh/ 億円

2007 年度比 21.6％削減
11,000,000kWh
2007 年度比 17.8％削減
33,220kWh/ 億円

◆ 省エネルギー
・電力消費量の削減

◆ 地球温暖化防止活動
・エネルギー消費CO2排出量削減（電力・LPG）

2007 年度

7,810ｔ-CO2

2007 年度比 22.7％削減

6,038ｔ-CO2

2007 年度比 19.3％削減

6,301ｔ-CO2

◆ 資源の有効活用 
・廃棄物処理費用の削減

2007 年度（実績）
19,209 千円

2007 年度比 43.5％削減
10,854 千円

2007 年度比 50.6％削減
9,495 千円

・安定型廃棄物の排出量の削減 2007 年度（実績）
34.6ｔ

2007 年度比 62.0％削減
13.2ｔ

2007 年度比 55.2％削減
15.5ｔ

・有害物質金属使用量の削減

◆ 化学物質の適正管理
・特別管理産業廃棄物の排出量の削減

2008 年度
6.6 ㎏ / 億円

2008 年度比 12.3％抑制
7.4 ㎏ / 億円

39.0 ㎏ / 億円

2008 年度比 16.5％削減
5.5 ㎏ / 億円

41.9 ㎏ / 億円

◆ 地域・社会環境保護活動
地域清掃・地域緑化への参加

地域環境イベントの参加 地域清掃、環境イベントの参加
社会・環境報告書の発行

-

★★

★★

★★★

評価の基準（自己評価）： 達成率★★★ 100% 以上  ★★ 90% 以上 100% 未満  ★ 90% 未満※範囲：国内の ISO14001 対象組織

※目標管理で用いる電力の CO2 排出係数は一律 0.000555ｔ-CO2 で算出

★★★

・廃プラスチック類の排出量の削減 2007 年度（実績）
44.5ｔ

2007 年度比 14.5％抑制
51.0ｔ

2007 年度比 16.0％抑制
51.6ｔ

★★★

★★★

★★★

★★

-
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　立山科学グループは、事業活動に関連する環境関連法

規制を登録し、定期的に改正状況を確認しています。順

守状況については、毎年、各事業体で部門内の法令順守

状況をチェックした後、その報告および関連情報をもと

に環境事務局で届出や報告義務についての評価を実施し、

漏れがないよう確認しています。

　2021 年度、立山科学グループにおける環境関連事故、

環境法令違反に対する罰金、制裁措置および近隣住民様

を含む環境に関連する苦情の受付はありませんでした。

なお、苦情があった場合は、状況を調査・確認の上、真

摯に対応するよう努め、過去に発生した事案については、

イントラネットに公開して同様の事案が発生しないよう

情報を共有して、再発防止に取り組んでいます。

環境リスクの考え方
　環境マネジメントシステム（EMS）を通じて、事業活動が地球環境や人の健康、地域社会に著しい影響を与える、もし

くは与える可能性のある潜在的な環境リスクの洗い出しおよび対策を実施して環境事故の未然防止に努めています。一方、

近年の大規模な自然災害によって引き起こされる事故等により、環境や地域社会、事業活動に重大な被害を及ぼす可能性

があります。万一の事故や災害等の緊急事態を想定して発生時にとるべき措置や関係先への通報内容を記載した対応手順

の整備とその対応訓練を実施し、環境リスクの最小化に向けて継続的な改善を図っています。

■ 環境リスク対応図

緊急事態対応訓練（危険物倉庫）

被害の拡大防止・最小化

未然防止

リ
ス
ク
の
洗
い
出
し

リ
ス
ク
の
低
減

・排気・排水、騒音・振動
・土壌汚染・水質汚染
・産業廃棄物処理
・化学物質の管理
・有害化学物質による汚染（PCB、アスベスト）
・製品含有化学物質
・施設および設備の老朽化
・自然災害による事故（地震・台風・洪水など）

・法規制、コンプライアンスの順守 / 順法監査
・各種基準書、作業指図書作成・更新
・設備アセスメント（導入 / 廃棄時事前評価）
・監視測定（排水・土壌汚染・騒音）
・環境施設・設備保全（施設の診断、日常点検）
・老朽化設備の更新と適正廃棄
・環境パトロール
・廃棄物処理に関わる窓口の一元化
・製品含有化学物質管理（CMS）
・大雨や台風、大雪予報に対する事前対策

・緊急時対応（情報把握、報告）

・緊急事態対応ルート、

対応手順書の作成・更新

・緊急事態対応訓練

・再発防止措置

・情報公開 / 届出

万
が
一
の
事
故
・

災
害
時
の
環
境
被
害

想定

対策

立案

対策

活動
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　近年、地球温暖化に伴う気候変動の影響で異常気象が

頻発し甚大な災害が多く発生しています。立山科学グルー

プでは、世界が直面する気候変動問題を重要課題の一つ

に位置付け、温暖化の原因とされる温室効果ガスの削減

に努めています。

気候変動への対応

再生可能エネルギーの利用拡大
　立山科学グループでは、使用する電力の脱炭素化を進

めています。2021 年度は、立山科学本部工場の屋上に、

太陽光パネルを設置し、2022 年 3月から運用を開始しま

した。この工場は、北陸電力株式会社様が設置と管理を

行う PPA モデルで運用し、同工場での電力消費量の約

30% を太陽光発電で賄います。さらに、2022年 4 月から

順次、グループ各工場において、富山県が運営する水力

発電所で発電された CO2 フリー電気「とやま水の郷でん

き」※1 の導入を進めています。

　2022 年度以降も、PPA モデルを活用した太陽光発電設

備の導入を予定しており、自社で使用する電力を太陽光発

電による再生可能エネルギーへと転換を進めています。

立山科学本部工場屋上に設置した太陽光パネル。

「とやま水の郷でんき」の利用と合わせて、消費電力

の再生可能エネルギー 100％を実現

※対象範囲：立山科学グループ国内すべて
※集計範囲および電力の排出係数を変更したため、過年度実績を修正しています

（年度）
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・立山科学グループ本部 ：100％
・立山マシン下番第一工場 ：100％
・立山マシン下番第二工場  ：100％
・立山マシン南工場 ：100％
・立山マシン月岡工場※2 ：100％
・立山マシン田畠工場 ：100％
・立山マシン草野第一工場 ：100％
・立山マシン本部第三工場 ：100％
・立山科学グループ研究棟 ：100％
・立山科学本部工場 ：100％
・立山科学南工場 ：    14％
・立山マシン婦中工場※2 ：100％

（%）は使用電力に対する水力電源の割合

証明書（立山科学グループ本部）

※1 とやま水の郷でんき：富山県と北陸電力株式会社が富山県内の企業等
の脱炭素化を支援するため創設した「とやま未来創生でんき」メニューの
１つ
※2 月岡工場は低圧契約、婦中工場は鉄工団地に所属するため、CO2 排出
量ゼロで RE100 の要件に適合した再エネ電気「かがやき GREEN RE100」
に加入契約

《ゼロカーボン・ドライブの実施》

　立山科学グループでは、2011 年度より電気自動車を導

入しています。主にグループ拠点間など近距離での移動

に使用し、拠点の増加に伴い台数を増やしています。再

生可能エネルギー由来の電力を導入したことで、車移動

の脱炭素化にもつながっていま

す。2022 年 6 月 に 導 入 し た

C+pod は、外部給電機能も 標準

装備されており、停電や災害時

などの緊急時に使用することも

可能です。 C+pod

CO2 排出量削減の取り組み

■ エネルギー消費 CO2 排出量推移

　気候変動の原因となる CO2 排出量削減のため、グルー

プ全体で業務の効率改善、省エネ設備の導入など従来の

取り組みに加え、再生可能エネルギーへの転換など、積

極的に取り組みを進めています。2021 年度のエネルギー

消費に起因する CO2 排出量は、前年比 2.6％増加、売上

高原単位では前年比 10.2％の削減となりました。

CO2 排出量 売上高原単位

（t-CO2） （t-CO2/ 億円）

■ とやま水の郷でんき導入工場
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　循環型社会の実現には 3R（廃棄物の発生抑制：Reduce、再使用：Reuse、再資源化：Recycle）の推進が不可欠です。

立山科学グループでは、限りある資源を大切に使い次世代へと受け継いでいくため、資源の有効活用に努めるとともに、

ライフサイクル全体で 3R を意識して、廃棄物の発生抑制に取り組んでいます。3 つの「R」で廃棄物を限りなく少なくし、

資源循環を追求して循環型社会の形成に貢献していきたいと考えています。

　また、富山県は水資源が豊富な環境にあり、その恩恵を忘れがちですが、世界的な社会課題である水資源についても、

貴重な共有資源であることを認識し、事業活動での水使用の管理を徹底して、その保全に努めていきます。

資源の有効活用

■ ライフサイクル全体における 3R 活動

調達

使用 生産

輸送

廃棄
・グリーン調達の推進
・有害物質の含有禁止、削減

・製品アセスメントの実施
省資源、小型・軽量化、減容化、
分解容易性、再生素材の使用検討

・材料ロス削減（在庫管理の効率化）
・副産物、廃棄物の削減
・工程での化学物質使用削減
・設計図面の電子化

・梱包材、緩衝材の有効利用
・ パレットのリユース

開発
設計

Reduce︓発生抑制
Reuse: 再使用
Recycle︓再資源化・使用済み製品の回収・

リペア

3R
・リユース、リサイクル
・有価売却
・適正処理

水資源に関する取り組み
　立山科学グループでは、上水と地下水を使用しており、

使用する水の約 94％は地下水を使用しています。必要以

上の水を無駄に使わないよう、毎月、揚水設備の点検と

使用量を把握し、使用量が増加していた場合は原因を追

究して対策を実施しています。

　また、冬場は消雪装置の稼働により地下水の使用量が

増加します。シーズン前にはノズルの点検を行い、不必

要な散水がないよう地下水の保全に努めています。

■ 水使用量推移

92 76 75 95

20212017 2018 2019 2020
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※集計範囲：立山科学グループ国内事業所（生産拠点+販売拠点）

※BOD（生物化学的酸素要求量）：水質の汚濁を表す代表的な指標。汚れを分解する微生物がどのくらい水中の酸素を使ったかを指し、酸素の減った量で示します。
有機物を多く含んだ汚れた水ほどその数値が高くなります。

※COD（化学的酸素要求量）：水の汚れを示す指標。水中の汚れ（主に有機性汚濁物質）が、酸化剤によって酸化されるときに消費される酸素の量を示します。

INPUT

大気への排出大気への排出

● CO2 排出量 5,951ｔ-CO2

● PRTR 対象化学物質 1.2ｔ

水域への排出水域への排出

● 排水量

● PRTR 対象化学物質 0ｔ

92 千㎥

● BOD※

● COD※

0.1ｔ

0.2ｔ

廃棄物廃棄物

● 総排出量 567ｔ

● 再資源化量 151ｔ

● 処分量 118ｔ

● PRTR 対象化学物質 0.1ｔ

● 有価物化量 297ｔ

OUTPUT

・技術本部

・東京支社

・大阪営業所

・名古屋営業所

・本部サイト

・南サイト

・大泉サイト

・科学本部サイト

・下番工場

・婦中工場

・月岡工場

・田畠工場

・草野工場

・上栄工場

工場

営業所

製品開発

化学物質化学物質

● PRTR 対象化学物質 3.0ｔ

水資源

● 水使用量 93 千㎥

・上水使用量

・地下水使用量

5 千㎥

 88 千㎥

エネルギーエネルギー

● エネルギー総使用量
（原油換算）

・電気（買電）

3,209 kL

・LPG

12,450 千kWh

2 千㎥

75 千kWh

・再生可能（太陽光発電）

　立山科学グループ国内事業所の事業活動（研究開発・製造・販売・サービス）における資源やエネルギーの投入量、

排出量を把握し、事業活動から発生する環境負荷の全体像を明確にして環境負荷の低減に努めています。

事業活動に伴う環境負荷の全体像（2021 年度）

■ 環境負荷全体像
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　立山科学グループは、「品質」は経営における最も重要

な柱であり、まさしく生命だと考えています。お客様や

社会のニーズにお応えするためには、「安全」であること

に加え、企業の信頼を高め「安心」していただけること

が重要です。関連する法令を遵守することはもちろん、

常にお客様の声を聞き、

安 全、品 質、環 境、CSR

などの 活動を通して継続

的な品質の向上を図り、

お客様に満足いただける

製品・サービスの提供に

努めています。

品質の取り組み

　「品質は生命」の社是のもと、品質マネジメントシステ

ム（QMS）による各種プロセスの監視と改善活動を継続

的に実施しています。製品の企画から開発、製造、販売、

サービスにいたるまで一貫した品質保証の体制を構築し、

年度当初に品質方針・品質目標を定め、PDCA を回して

品質保証活動を展開しています。特に、製品の企画・設

品質保証活動
「品質は生命」モニュメント

計段階から品質を重視し、複数の視点で設計を審査する

デザインレビューや設計検証、潜在的故障モード影響解

析（FMEA）などの手法を用いたリスクの低減など上流で

の品質確保に努め、製造工程では QC 工程図、作業標準、

工程 FMEA などをもとに管理を行い、適切な作業環境を

維持して品質の作り込みを行っています。また、各社の

品質保証部門を中心に毎月品質検討会を開催し、製品安

全を含めた品質課題についての討議や部門間にまたがる

品質問題の解決など品質マネジメントシステムの改善に

努め、重大事故の防止と品質トラブルの低減に取り組ん

でいます。

品質教育
　お客様にご満足いただける高品質の製品・サービスを

提供し、一層の信頼をいただけるよう 従業員一人ひとり

が日頃から品質向上活

動に取り組んでいま

す。その礎となる品質

管理力の向上を目的に

基本的な品質教育から

FMEA をはじめとした

各種コアツール、小集 品質教育（入社 8 年目）

公正な調達活動の推進
　お客様に安全で高品質な製品を提供するためには、生

産に必要な資材・サービス等の購買において、お取引先

様のご協力をいただき、相互理解と連携した取り組みが

不可欠です。お取引先様の品質・価格・納期・技術力・

環境への配慮・保全への取り組みなどを総合的に判断し

て、公平で公正な評価・選定を推進しています。また、

購買業務に携わる従業員を対象に適宜、下請法（下請代

金支払遅延等防止法）に関する社内研修を実施するなど、

法令順守を徹底しています。

い の ち

品質方針

「品質は生命」をスローガンとし、顧客の信頼と満足を得る品質を提供する。

団活動など、さまざまな品質教育を継続的に実施してい

ます。今後もグループ全体で品質教育を推進し、より高

い品質の確保と安全・安心な製品・サービスの提供を支

える人材の育成に取り組んでいきます。



第三者認証取得状況
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　立山科学グループは、製造業界の中でもいち早く品質

管理に取り組み、品質保証体制を構築して品質マネジメ

ントシステム（QMS）の導入を進めてきました。2005

年にすべての生産工場で品質マネジメントシステムの国

際規格 ISO9001 の認証取得を完了しています。さらに、

安心・安全で高品質な製品をお届けするため、グループ

各社の事業上の特性に応じて、製品やサービスカテゴリ

に求められるマネジメントシステムを取り入れています。

今後も、これらのマネジメントシステムを有効かつ確実

に運用し、継続的改善と一層のお客様満足の向上に努め

ていきます。

■ 外部認証取得状況

立山科学グループ ※1

初回認証対象規格 有効期限事業所

1998 年 5月

プライバシーマーク

（立山科学が取り扱う個人情報）

登録範囲

立山マシン（株）

（株）タアフ

立山科学（株）
デジタルソリューション事業部

（ISO9001）　  角形厚膜チップ抵抗器、厚膜チップネットワーク抵抗器、宇宙開発用抵抗器、
チップサーミスターと ESD バリスタ設計及び製造

（IATF16949）チップサーミスタの設計及び製造　

ISO14001:2015

IATF16949:2016

ISO9001:2015

（株）立山科学デバイステクノロジー 1997年 10月 2024年 8月 8日

（株）立山科学センサーテクノロジー 

（株）立山科学ハイテクノロジーズ 

JISQ9100:2016 2015年 5月

ISO13485:2016

ISO/IEC27001：2013

登録範囲 （ISO9001） Design,Development,Production and Seles of Industrial Machinery for Factory Automation

登録範囲

登録範囲

登録範囲

ISO9001:2015

ISO9001:2015

ISO9001:2015

ISO9001:2015

（ISO9001）航空機用機械加工部品の製造、工場自動化設備用及び産業ロボット用の精密金属部品製造

（JISQ9100）航空機用機械加工部品の製造

サーミスタ素子及びサーミスタプローブの設計・開発、製造及び製造マネジメント

（ISO9001）　無線応用機器、電子機器及びシステムの設計・開発及び製造、部品実装基板の
製造、産業機器制御ユニットの設計及び製造、温度計測器の設計･開発及び製造

（ISO13485）医療機器、医療用監視機器の製造、及び医療機器用プリント回路基板の製造　

システムインテグレ－ション、コンピュ－タ－ソフトウェア、画像システムなどの企画・開発から運用・保守登録範囲

立山科学（株）

2024年 7月 22日

2024年 8月 8日

2024年 8月 8日

2024年 8月 8日

2024年 5月 28日

2024年 5月 28日

2024年 11月 24日

2023年 10月 26日1999年 10月

2020年 11月

1997年 10月

2018年 8月

※1 　立山科学グループで一括認証。（詳細は 12 ページ参照）

2008年 6月

2007年 6月

2005年 1月

2024年 5月 23日

2003年 7月

2023年 6月 23日

（2022年 12 月現在）





















　近年、大規模な自然災害が増加しており、職場での被

害を最小限に食い止めるためには、従業員一人ひとりが

日ごろから防災意識を高め、あらゆるリスクを想定して

備えることが重要になります。

　立山科学グループでは、各拠点の地震リスクの把握を

行うとともに、工場やオフィスにおける設備や機器、オ

フィス什器の転倒・落下防止対策を行い、定期的な職場

の点検確認や安全パトロールの実施、備蓄品の確保など

災害発生時に備えた防災活動に取り組んでいます。今後

も、計画的かつ着実に対策を進め、防災に関する継続的

なレベルアップに努めていきます。

防災への取り組み
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普通救命講習
　緊急時に適切な対応を取れるよう、毎年、地元消防署

から講師を招き、転任者や新入社員 などの未経験者およ

び前回の受講から年数が経っている従業員に対して普通

救命講習会を実施しています。講習会では、心肺蘇生法

や AED （自動体外式除細動器） の使用方法を学び、人命

救助の知識と技術を習得しています。

避難・防災訓練
　立山科学グループでは、工場火災などの緊急事態に備

え、サイトごとに自衛消防隊を結成し、救護訓練、放水

訓練、消火訓練、避難訓練を計画的に実施しています。

避難訓練では、サイトおよび各工場で、地震発生後に工

場から火災が発生したと想定し、机の下に隠れるなどの

安全確保行動をとった後、工場内の火元確認、消防署へ

の通報から対策本部の設置、避難、安否確認などの総合

的な防災訓練を行っています。いざというときに従業員

が自ら安全行動がとれるよう、引き続き訓練を通して危

機対応能力の向上に努めていきます。

防災対策

普通救命講習

避難訓練

放水訓練
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各種社員関連データ (2022 年 3 月末）

■ 社員数

■ 社員の平均年齢（国内）

 16.9 年

16.2 年

■ 社員の平均勤続年数（国内）

男性

女性

2018 年度

全体 16.0 年

■ 離職率（国内）

男性

女性

2018 年度

計 3.5％

3.9％

2.1％

※定年退職者除く

2017 年度

4.5％

3.7％

7.2％

 17.0 年

13.8 年

2017 年度

16.3 年

16.9 年

14.3 年

2019 年度

16.3 年

2019 年度

2.5％

2.9％

1.1％

16.2 年

15.3 年

2021 年度

16.0 年

2021 年度

1.4％

1.7％

0.7％

16.1 年

15.3 年

2020 年度

15.2 年

2020 年度

1.4％

1.7％

0.7％

海外

計

140 名 59 名 199 名

976 名   342 名 1,318 名

男性 女性 合計

国内 836 名  283 名  1,119 名

男性

女性

2018 年度

全体 44.9 歳

41.5 歳

36.9 歳

2017 年度

44.7 歳

45.8 歳

43.7 歳

2019 年度

43.0 歳

43.0 歳

43.1 歳

2021 年度

41.6 歳

41.8 歳

40.9 歳

2020 年度

41.7 歳

41.3 歳

40.8 歳

■ 新卒社員採用人数（国内）

男性

女性

計

21 名 30 名

5 名 4 名

26 名 34 名

2019 年度2018 年度2017 年度

13 名

4 名

17 名

2020 年度

28 名

6 名

34 名

2022 年 4月 1日

22 名

2 名

24 名

2021 年度

26 名

6 名

32 名




